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会津地域のインバウンド誘致政策における課題 

－行政と民間へのインタビュー調査－ 
 

 

神山 恵理奈 

1. はじめに 

1.1 研究背景 

 

近年、日本はインバウンドが増加しており、特にア

ジアからのインバウンドが大きく占めている。新井

（2017）は、「人口減少の進展によって経済が縮小す

る中、インバウンドのもたらす経済効果に大きな期待

が寄せられ、全国の地域でインバウンド誘致によって

地域振興を図る取り組みが活発化している」と述べて

いる。 

福島県会津若松市のインバウンド入込数は、2010

年以前は増加傾向であったが、2011年の東日本大

震災を機に大幅に減少した。2013年以降インバウン

ド入込数も徐々に回復し、現在は震災以前を超えて

いる。しかし、近年の日本のインバウンド上昇率に対

して相対的に増加しているとはいえず、近年は停滞

ぎみである（図 1）。 

 

図 1 会津若松市のインバウンド入込数 

 
出典：[2]をもとに神山作成 

 

1.2 先行研究 

 

高坂（2014）は、インバウンドに注力する際に、観

光に携わる国及び自治体・外郭団体等の地域の行

政セクター、観光現場の民間セクターの間で、役割

を整理、分担をすることが重要であると提言している。

行政セクターは地域としての統一的、包括的な対応

が求められるブランド管理やプロモーション、旅行市

場の分析や誘客戦略の策定・実行を担い、観光現

場の民間セクターは訴求力ある観光資源の発掘と活

用、実際のインバウンド対応の改善等に取り組むこと

が望ましいとしている。また、行政セクターはDMO

（後述）の活動において、プロモーション、マーケティ

ング、品質管理の3つの事業領域の業務内容の高度

化・専門化を図ることが望ましいとも示している。 

今村（2013）によると、直接資産を持たないという意

味で維持管理・更新コストの抑制が可能なことが公

共の強みであり、常に最新のコンテンツを揃え提供

するため多種多様なコンテンツを持つことが民間企

業の強みと示した。民間企業は常に消費者のニーズ

を捉え供給して行かなければならないのに対して、

公共は常に新しいコンテンツを提供する必要がある

とは限らない。また、広告宣伝活動に関しては、民間

の方が多様かつ重層的な宣伝ノウハウを持っている

と提言している。民間企業が継続的に提供している

サービスは一定程度固定的な客層が形成されている

ため、新たな顧客を確保する場合、当該層に直接的

に訴えることのできる公共が補完すべきとしている。 

 

1.3 研究目的 

 

本研究では会津地域のインバウンド誘致政策に着

目して、行政と民間の役割分担について考察するこ

とを研究目的とする。 

インバウンド誘致政策は、大きく誘客宣伝と受入整

備に分けられる。行政と民間にインタビューし、それ

ぞれ誘客宣伝と受入整備として実施している取り組

みを調査する。 

 

1.4 調査方法 

 

文献調査 

インタビュー調査 

・元福島県観光交流局 今野一宏さん 

・会津若松市市役所観光商工部観光課 

二瓶亮二さん 

・福島会津芦ノ牧温泉大川荘社長 渡邉幸嗣さん 

 

2. 行政のインバウンド誘客宣伝 

 

行政のインバウンド誘致政策を調査するにあたり、
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福島県観光交流局に勤められていた今野一宏さんと

会津若松市役所観光商工部観光課の二瓶亮二さん

にインタビュー調査を実施した。まず、会津若松市は

インバウンド誘致として以下のことを取り組んでいる。 

【誘客宣伝】 

・多言語観光パンフレット、マップの作成 

・観光モデルルートの作成、PR 

・デジタルサイト「Visit Aizu」の運営（レコメンド機能） 

・SNSを活用した多言語での情報発信 

・海外旅行エージェント等対象の商談会参加 

・ファムトリップの実施 

・海外旅行博への出展（台湾・タイ王国） 

・海外メディア、旅行エージェント等視察の受入、お

もてなし等 

【受入整備】 

・外国語対応の観光案内所（V案内所）の運営 

・道路案内標識の多言語化 

・無料Wi-Fi環境の整備（Aizu Free Wi-Fi） 

・インバウンド講演会、研修会の実施 

・外国語ボランティアガイドの育成等 

 

ここでは、誘客宣伝にあたる会津若松市のホストタ

ウン登録、福島県としてのダイヤモンドルート設定と

旅行博の取り組みについて紹介する。 

 

2.1 ホストタウン登録 

 

会津若松市は2020年東京オリンピック・パラリン

ピックにおけるタイの「ホストタウン」として登録された。

[6]タイとの人的・文化的・経済的な国際交流を実施

している。タイを相手国とした理由には、地域振興の

観点から、大会の波及効果による観光客の増加が期

待できることが挙げられている。交流内容としては、タ

イボクシングチームと日本ボクシングチームが合同で

2020年東京オリンピック事前キャンプの実施、国際

交流フェスティバルにてタイの民族衣装や観光パン

フレットの展示・民族舞踊の披露等を通してタイの文

化に触れてもらうイベントの実施といった取り組みが

行われている。 

国土交通省（2005）は、海外と姉妹都市提携をし

ている自治体を対象としてアンケート調査を実施した

（回収数501自治体・団体）。姉妹都市提携が観光振

興に役立っているかどうかについては、「あまり役

立っていない」という回答が58%を占めた。 

このことを踏まえて考察すると、タイのホストタウン

登録による国際交流は、会津若松市のタイからのイ

ンバウンド誘致に直接的な恩恵はないといえる。なぜ

なら、ホストタウン登録の主な目的はあくまで国際交

流であり、インバウンド誘致は付属にすぎないためで

ある。また、タイの人々に会津若松市とホストタウン登

録したことはあまり認識されていないことも理由にある。 

しかし、インバウンド誘致に間接的につながる要因

はある。国際交流は、会津若松市という存在は知っ

ていても特徴や魅力を知らない人に知ってもらう機

会になる。国際交流を通して会津若松市の特徴や魅

力について知ってもらうことで興味・関心につながり、

次は国際交流目的ではなく観光訪問目的で訪れて

みようと観光意欲を引き出すケースもありうる。 

 

2.2 旅行博 

 

福島県は海外のTITF（タイ国際旅行フェア）やITF

（台北国際旅行博）といった旅行博でブースを出展し

ている。これは一企業が個人的に出展すると費用負

担が大きいため、県が企業を補助する形で出展して

いる。旅行博はFIT（海外個人旅行）を対象とした”会

津地域を知ってもらうためのプロモーション”である。 

 

2.3  ダイヤモンドルート 

 

県単位の取り組みとして、「ダイヤモンドルート」と

いう福島県・栃木県・茨城県・東京都を結んだ広域観

光周遊ルートが設定されている。ダイヤモンドルート

ジャパンの観光PR動画のYouTubeは、2018年度版

の動画の公開から3週間で合計2300万回の再生数

を突破した。このPR動画は、欧米豪の人からの興

味・関心が高いサムライ文化を全面的にアピールし

ており、高い評価を得ている。 

 

3. 民間のインバウンド誘客宣伝 

 

 インバウンド誘致のための民間の取り組みの調査と

して、会津若松市芦ノ牧温泉大川荘社長の渡邉幸

嗣さんにインタビューを実施した。 

 会津地域の観光宿泊産業は、国内だと関東からの

観光客が多く、冬季は雪が障壁となり観光客が減少

していた。そこで、逆に雪を武器にする戦略に移行し

て、雪に馴染みのないインバウンド客を誘致している。

特にタイと台湾をターゲット国としている。 

 ここでは、誘客宣伝としてのセールスコール及び

レップ事業、デジタルマーケティングについて紹介す

る。 

 

3.1 セールスコール 

 

県からの補助で企業が出展している旅行博はあま

りインバウンド誘致において効果が得られなかったた

め、大川荘は旅行博と合わせてセールスコールを実

施している。これは台湾やタイのエージェントを回るも

ので、タイの中小旅行会社であるJoyfulやAsahi等に

プロモーション営業を行っている。セールスコールは
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インバウンド誘致において効果があり、実際に大川

荘ではインバウンドが増加した。 

 

3.2 レップ事業 

 

さらに、県の代わりに福島県をプロモーションする

出先機関であるレップ事業を設立した。大川荘は

レップ事業にプロモーションを委託している。タイの

旅行エージェントや企業を定期的に訪問し、会津若

松市向けの団体ツアーや企業インセンティブツアー、

社員旅行などの訪問先に選定してもらえるように代

行広報業務、すなわちレップ業務を現地法人に依頼

している。[9] 

 

3.3 デジタルマーケティング 

 

大川荘はFacebook、 Instagram、Twitterといった

SNSを開設した。これらのSNSではタイと台湾の社員

によって三か国語で発信されている。 

 また、Webプロモーション事業も実施している。タイ

と台湾、香港、オーストラリア等のWeb媒体に投資す

ることで、Googleのビッグデータをもとに”旅行好き”

等の傾向が出た人をターゲットに宣伝している。 

 SNOW ACTIONというWebサイトには、風評被害を

考慮し、福島県と書かず”Aizu”と表記してプロモー

ションを掲載した。[10] 

 

4. 受入整備 

 

ただインバウンド誘致のために誘客宣伝をするだ

けではなく、外国人を受け入れる態勢を整えておく

必要がある。外国人が不便なく観光できる環境、地

域に正の経済効果が生じる態勢づくりが不可欠であ

る。これらが整備されていなければ、インバウンドが

増加しても地域に恩恵が生まれず、外国人のリピート

率も低下する。受入整備のために、会津若松市が取

り組むインバウンド講習会・研修会と大川荘の渡邉さ

んが取り組むランドオペレーター事業について述べ

ていく。 

 

4.1 行政によるインバウンド講習会・研修会、外国

語ボランティア育成 

 

 会津若松市民や観光事業者等を対象に、インバウ

ンドに対応する講習会・研修会を実施している。市民

に対しては、スムーズなおもてなしのためにタイの文

化を学ぶ講習会の実施、観光事業者に対してはポ

ケトークという自動翻訳機の使用についての研修会

である「インバウンド誘客にかかるおもてなし・ポケ

トーク研修会」を実施している。受入整備のために、

自動翻訳機を積極的に活用しようとする取り組みは

全国初の試みであり、一定期間無償で貸出しもあっ

た。[11] 

 外国人ボランティアの育成では、会津若松市国際

交流協会において、本業とは別にボランティアでガイ

ドができる人材を養成している。しかし、本業とは別

のボランティアによるものであるため、常時対応でき

ないという課題がある。 

 

4.2 民間によるランドオペレーター事業 

 

渡邉社長はランドオペレーター事業がなかった会

津地域にランドオペレーター事業を取り入れた。ラン

ドオペレーター事業とは、旅行の手配や予約を委託

される事業のことである。[12]かつては外部のランド

オペレーターが手配業務をしていたため、直接営業

をしてインバウンドが増加しても外部に多くのお金が

流出していた。会津地域にランドオペレーター事業

を設立したことで域内調達率を高めている。このラン

ドオペレーター事業はネットでも展開されている。 

 

5. 民間から見た行政の取り組み・DMOの
必要性 

 

民間側である渡邉さんによると、会津は特にDMO

（Destination Management/Marketing Organization）が

必要であるという。会津地域は観光に携わる協議会

が非常に多い。まとめあげて一つの観光戦略を持っ

て有意義な観光戦略を展開することが課題である。 

国土交通省観光庁によるDMOの定義は、観光地

域づくりの舵取り役として、多様な関係者と協同しな

がら戦略を策定し、戦略を着実に実施するための調

整機能を備えた法人のことである。このような活動は、

地域の官民の関係者との効果的な役割分担をした

上で成り立つ。[13] 

 会津地域は潤沢な観光予算があるにもかかわらず

調整機能が確立していないため、観光戦略が分散し

ている。DMOが機能することで戦略に統一性が生ま

れ、偏在・重複した観光資源や観光予算を効率的に

活用できる。 

DMOはOrganization（調整機関）にすぎないため、

協議するだけで実行力がないと考え、渡邉さんは

DMCを設立した。DMCのCはCompany（会社）であ

るため、一地域の観光戦略としては公平性に欠ける。

よって、会津地域にはDMOが必要であるといえる。 
 

6. 結論 

 

 行政の役割は一地域の統一・包括であり、民間は

個としての利益のための商品やサービスの開発・実
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行とともに社会貢献を果たすことが役割である。イン

バウンド誘致においても同様であり、行政には観光

資源や観光戦略、観光事業等の配分や統一、包括

が求められる。つまり、行政がインバウンド誘致にお

ける統括をすべきである。その行政の枠組みをもと

に、観光事業を展開することが民間の役割である。 

 インタビュー調査からみると、会津地域のインバウ

ンド誘致政策は明確に役割分担がなされていないと

いえる。行政によるホストタウン登録及び旅行博、民

間によるセールスコール及びレップ事業は類似した

取り組みであるため、役割分担が必要である。行政

によるダイヤモンドルートのPR動画、民間によるデジ

タルマーケティングにおいても同様である。また、民

間によるランドオペレーター事業は地域の域内調達

率の改善活動にあたるため、行政が役割を担うべき

だったとも考えられる。 

インバウンド講習会・研修会、外国語ボランティア

育成の政策は、先行研究の通り、新顧客を確保する

際に直接的に訴えることのできる行政が補完的役割

を担うという点では、あるべき行政の役割を果たして

いるといえる。この取り組みは一般人を集める必要が

あるため、民間の実行力だけでは不可能である。こ

のように、行政は配分・統一・包括のみならず、補完

的役割も担う必要がある。 
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